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平成27年度中間決算概要

1

＜経常利益・当期純利益＞

＜コア業務純益＞

＜経常利益・中間純利益＞

有価証券利息配当金の増加

等による資金利益の増加や

 
預金保険料率の引下げによ

る経費の減少等により増益

貸倒引当金戻入益を主因とす

 
る与信関係費用の減少等に

 
より経常利益・中間純利益と

もに増益

(単位：億円、％)

増減額 増減率

406 396 ▲ 10 ▲ 2.4

［ ］ [ 406 ] [ 405 ] [ ▲  1 ] [ ▲ 0.1 ]

354 358 4 1.1

52 50 ▲  2 ▲ 4.0

0 ▲ 12 ▲ 12

うち国債等債券損益 0 ▲  9 ▲  9

290 272 ▲ 18 ▲ 6.0

116 124 8 6.4

［ ］ [ 116 ] [ 133 ] [ 17 ] [ 14.7 ]

－ － －

116 124 8 6.4

46 49 3

2 2 0

26 42 16

3 1 ▲  2

17 3 ▲ 14

162 173 11 6.9

－ － －

1 4 3

62 61 ▲  1

99 108 9 9.1

▲ 24 ▲ 40 ▲ 16

コ ア 業 務 粗 利 益

資 金 利 益

コ ア 業 務 純 益

役 務 取 引 等 利 益

そ の 他 業 務 利 益

経 費

一般貸倒引当金繰入前業務純益

臨 時 損 益

与 信 関 係 費 用

特 別 利 益

うち不良債権処理額(▲)

業 務 純 益

中 間 純 利 益

法人税、住民税等(調整額含む)

業 務 粗 利 益

前中間期比H26年度
中間期

H27年度
中間期

損 益 概 況
（単 体）

一般貸倒引当金繰入額

特 別 損 失

経 常 利 益

うち貸倒引当金戻入益等

うち 株 式 等 関 係 損 益

うち金銭の信託運用損益
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▲20

▲0 ▲1

＋19

▲2

＋13

▲5

2

＜資金利益の増減要因＞

H26/上
資金利益

354

貸出金要因▲7

その他

H27/上
資金利益

358

（単位：億円）

平 残

利 回

有価証券要因＋14

利 回

平 残

平 残 利 回

＜参考＞市場金利の動向

＜H27年度中間期総括＞

資金利益

預金等要因▲1

(単位：億円)

前中間期比増減

39,917 42,325 2,408

36,403 35,219 ▲ 1,184

75,610 76,759 1,149預金・譲 渡性預金

有 価 証 券

H26年度
中間期

H27年度
中間期

主要勘定（平残）

貸 出 金

貸出金利息が利回りの低下により減少

 
したものの、有価証券利息配当金が

 
増加したことから、資金利益は前中間

期比4億円増加

(単位：億円)

前中間期比増減

354 358 4 702 0

371 379 8

( 228 ) ( 221 ) ( ▲  7 )

( 142 ) ( 156 ) ( 14 )

17 21 4
( 14 ) ( 15 ) ( 1 )

H27年度
（計画）

前年度比増減
H27年度
中間期

H26年度
中間期

（ 預 金 等 利 息 ）

資 金 利 益

（ 貸 出 金 利 息 ）

（有価証券利息配当金）

資 金 運 用 収 益

資 金 調 達 費 用

(単位：％)

前中間期比増減

1.13 1.04 ▲0.09

0.77 0.88 0.11

0.03 0.03 0.00

0.89 0.88 ▲0.01

0.14 0.19 0.05

預 金 等 利 回

有 価 証 券 利 回

資 金ス プレ ッド

総 資 金 利 鞘

H27年度
中間期

利回・利鞘

貸 出 金 利 回

H26年度
中間期

H26年度中間期 H27年度中間期

0.21 0.17 ▲ 0.04

0.17 0.09 ▲ 0.08

0.56 0.40 ▲ 0.16

前中間期比増減

(単位：％）

新 発 10 年 国 債 利 回

日 本 円 Ｔ Ｉ Ｂ Ｏ Ｒ (3 ヶ 月)

新 発 5 年 国 債 利 回
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（注）増減はポイント差



都
銀
等

信
託

地
銀

第
二
地
銀

信
金

そ
の
他

20 ,708
24 ,425 24 ,833 25 ,801

7 ,594

8 ,109 8 ,370 8 ,658
6 ,756

7 ,544 7 ,406
7 ,818

26 ,830

8 ,934

7 ,386

0

10,000

20,000

30,000

40,000

H23/3 H26/3 H26/9 H27/3 H27/9

事業性 消費性 地公体等

貸出金

3

（億円)

＜H27年度中間期総括＞

35,058

2 6 , 4 7 1
2 7 ,6 6 3 2 7 , 9 0 6

2 9 ,1 7 7 2 9 , 2 5 5

1 8 , 2 6 0
1 9 ,1 8 0 1 9 , 2 9 4

2 0 ,3 1 2 2 0 , 2 3 9

10,000

20,000

30,000

H25/9 H26/3 H26/9 H27/3 H27/9

宮城県内貸出金 仙台市内貸出金

●貸出金末残推移

●宮城県内貸出金・仙台市内貸出金末残推移

（億円)

40,078 40,609
42,277 43,150

0

●宮城県内貸出金シェア（H27年9月末）

七十七銀行

※農漁協は含まれておりません。

41.5%

(単位：億円、％)

前中間期比増減率

39,917 42,325 6.0 42,352 4.4

24,458 26,010 6.3

( 12,519 ) ( 13,120 ) ( 4.8 )

( 11,939 ) ( 12,890 ) ( 7.9 )

8,203 8,757 6.7

( 7,809 ) ( 8,376 ) ( 7.2 )

7,256 7,558 4.1

H26年度
中間期

H27年度
（計画） 前年度比増減率

地 公 体 等 向 け

H27年度
中間期

貸 出 金

貸　出　金
（平　残）

消 費 者 ロ ー ン

( 住 宅 ロ ー ン )

事 業 性 貸 出

(除くｽﾌ ﾟﾚｯﾄﾞ貸)

( ｽ ﾌ ﾟ ﾚ ｯ ﾄ ﾞ 貸 )

事業性貸出および住宅ローンを

 中心とした消費者ローンの増加に

 
より、前中間期比で平残は6.0%

末残は6.2％増加

▲0.2%

年増率
+6.2%

+6.7%

+8.0%

（震災直後)
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＜H27年度中間期総括＞

37,780
44 ,5 40 44 ,924 45 ,559

13 ,787

16 ,0 29 15 ,339 15 ,8734 ,7 97

18 ,1 96
14 ,650

17 ,117

45 ,9 61

16 ,3 87

14 ,0 75

0

20,000

40,000

60,000

80,000

H23/3 H26/3 H26/9 H27/3 H27/9

個人 法人 公金等（億円)

56,364

●預金・譲渡性預金末残推移

78,765
74,913

78,549 76,423

七十七

 

55.6％

●宮城県内預金シェア（H27年9月末）

※ゆうちょ銀行、農漁協は含まれておりません。

七十七銀行 55.6%

 

当行利用者数 県内従業者数（※） 割　合

685千先 956千先 72%

 

 

当行利用者数 県内65歳以上人口（※） 割　合

283千先 571千先 50%

 

※出典：平成24年経済センサス

※出典：平成27年版住民基本台帳人口要覧

＜宮城県内給与振込利用者数＞

＜宮城県内年金振込利用者数＞

公金預金は減少したものの、

 個人預金および法人預金の

 
増加により、前中間期比で

 
平残は1.5％、末残は2.0％

増加

(単位：億円、％)

前中間期比増減率

75,610 76,759 1.5 75,386 0.0

44,937 45,982 2.3

16,113 16,612 3.0

14,323 13,892 ▲ 3.0

前年度比増減率

H26年度
中間期

H27年度
中間期

う ち 法 人 預 金

う ち 公 金 預 金

預金・譲渡性預金
（平 残）

H27年度
（計画）

預金＋譲渡性預金

う ち 個 人 預 金

▲3.9%

年増率
+2.0%

+6.8%

+2.3%

（震災直後)
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H24/3 H25/3 H26/3 H27/3 H27/9
H28/3
計画

55.4% 59.5% 59.1% 56.6% 51.6% 47.6%

2.8% 2.6% 2.1% 2.1% 4.3% 5.9%

30.3% 25.5% 25.5% 26.7% 27.0% 28.4%

9.1% 10.5% 11.6% 12.8% 15.3% 16.2%

投 信 等 5.2% 5.4% 5.2% 6.0% 7.6% 7.8%

外 債 3.9% 5.1% 6.4% 6.8% 7.7% 8.4%

2.4% 1.9% 1.7% 1.8% 1.8% 1.9%株 式

そ の 他

国 債

地 方 債

社 債

有価証券

5

H26/3末 H27/3末 H27/9末

運用残高 約9,400億円 約8,100億円 約6,600億円

利　　回 0.30% 0.31% 0.31%

修正ﾃﾞｭﾚｰｼｮﾝ 2.48 2.35 2.31

有価証券ポートフォリオのリバランスによる資金運用力の強化 ＜震災後の預金の大幅増に伴う追加運用の状況＞

●種類別構成割合（償却原価ベース）●有価証券末残推移（時価ベース）

3.47 3.27 3.13
2 .70

3.06

0 .80 0 .58 0.53 0 .47 0 .44
0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

H24/3 H25/3 H26/3 H27/3 H27/9

0.0

1.0

2.0

3.0
修正デュレーション 利回（％）

は上記震災以降積増しした

有価証券の影響を除いた数値

3.30

0.56

○国債偏重のポートフォリオからの脱却

○収益の確保と収益源泉の拡充

○安全性・流動性を維持したポートフォリオ運営の継続

･国債償還金の投資信託等その他資産への再投資に

よるリバランス

・評価益を活用した機動的な売買の実践と投資信託等

を活用した投資対象の拡大

・中短期債を中心とした円貨債券ポートフォリオ運営の

継続

●円貨債券の利回とデュレーション ※投信を除く円貨債券

１．業績概要 【 平成27年9月期 】

(単位：億円)

増減額
（H27/3末比)

37,165 36,836 35,418 ▲1,418 1,558 ▲ 278

36,037 35,411 34,070 ▲1,341 827 ▲ 206

21,524 20,033 17,693 ▲2,340 220 ▲   5

765 756 1,472 716 13 4

9,339 9,507 9,286 ▲  221 162 5

4,409 5,115 5,619 504 432 ▲ 210

　投  信  等 2,146 2,747 2,997 250 432 ▲ 206

　外　　　債 2,263 2,368 2,622 254 0 ▲　 4

1,128 1,425 1,348 ▲   77 731 ▲  72

H27/9末

評価損益

評価損益

増減額

(H27/3末比)
H27/9末H26/3末 H27/3末

有価証券

株 式

債 券

国 債

地 方 債

社 債

そ の 他
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預り資産

7,178 7 ,010
7 ,210

6 ,854 6 ,450

0

2,000

4,000

6,000

8,000

H25/9 H26/3 H26/9 H27/3 H27/9

（億円)

●預り資産残高推移

7,178
1,020

978

1 ,054 1 ,081
1 ,015

0

200

400

600

800

1,000

1,200

H25/上 H25/下 H26/上 H26/下 H27/上

（百万円)

●預り資産関連手数料推移

7,010 7,210
6,864

6,450
1,020

978
1,054 1,081

1,015

3,004 3,160 3,372 3,561 3,709

918
839

911
989 985

＜H27年度中間期総括＞

･公共債は利回りの低下等によ

り販売が減少

938 917 957 1,002 1,011

2,559 2,698
2,243 2,415

2,066 518
469

516
625 651

364 333

370
394400

+9.9%

年増率
▲10.5%

+11.7%

+5.6%

･投資信託は販売が引続き好調

に推移し、残高・手数料とも

に増加

預り資産全体 保険投資信託 投資信託＋保険)(投資信託＋保険)(

１．業績概要 【 平成27年9月期 】

(単位：億円、％)

前中間期比増減率

426 519 21.8 950 3.5

174 298 71.2

252 221 ▲ 12.3

608 73 ▲ 87.9

1,034 592 ▲ 42.7

投 資 信 託 ＋ 保 険

合 計

公 共 債

H27年度
（計画）

投 資 信 託

保 険

前年度比増減率
預り資産販売額

H26年度
中間期

H27年度
中間期

預り資産全体 保険投資信託



▲ 7

▲ 40▲ 38

88
▲ 14

▲ 0.03 ▲ 0.01
▲ 0.08

0.24

▲0.14

▲ 50

0

50

100

▲ 0.2

0.0

0.2

0.4

399 389 325 318 332

967
771

734 747 773

376

281
288 147

183

2.862.913.31
3.77

4.71

0

400

800

1,200

1,600

2,000

2,400

2,800

H24/3 H25/3 H26/3 H27/3 H27/9

-22.0

-20.0

-18.0

-16.0

-14.0

-12.0

-10.0

-8.0

-6.0

-4.0

-2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

■ 与信関係費用

与信関係費用/自己資本比率/金融再生法開示債権

7

■ 金融再生法開示債権

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

危険債権要管理債権

（％）

（億円）

（％）
（億円）

■ 自己資本比率

金融再生法開示債権比率

H 23年度

 

H 24年度

 

H 25年度

 

H 26年度

 

H 27年度
中間期

※劣後ローン(公的資金)は、平成27年6月に
200億円全額を返済しました。

●金融再生法開示債権の推移●与信関係費用と与信関係費用比率の推移

与信関係費用比率与信関係費用

1,742

1,440
1,347

1,248 1,252

12.19 11.35

3,738 3,602

（コア資本に係る基礎項目の額） （ 3,738 ） （ 3,602 ）

（うち劣後ローン）※　　 　 　　　　 　　　　ｂ （ 200 ） （ － ）

（ 0 ） （ 0 ）

30,659 31,727

11.53 11.35(参考)自己資本比率（劣後ローン除き ） （ ａ－ｂ） /ｃ

（コア資本に係る調整項目の額）

（単位：億円、％）

H27/9末

リ ス ク ア セ ッ ト ｃ

自 己 資 本 比 率 [ 単 体 ・ 国 内 基 準 ] ａ / ｃ

自 己 資 本 ａ

H27/3末

0.2

１．業績概要 【 平成27年9月期 】

0.0

▲0.2



●インフラの充実

●被災事業者・農業・水産業の再生

●販路の回復・拡大支援

●住宅再建等支援

震災からの復興

地域開発プロジェクトの進展 高水準な経済活動

宮城県
仙台経済圏を中心に

東北エリアで展開される

 
商流・物流、人と情報の

 
流れを、当行の持つ情報

 
ネットワークを駆使し

広域的に活用

８

宮城県の現況２．主要経営施策

●国が管理する空港の民営化第1号
●H28年6月までに事業移管
●観光産業・周辺産業の活性化

仙台空港民営化

●H27年12月6日開業
●全長13.9km

 

全13駅
1日8万人が利用見込

●新たな人の流れ、まちづくりが進展

仙台市地下鉄東西線開業

●H28年4月
東北薬科大学は東北医科薬科大学へ

●日本で37年ぶりの医学部新設
●地域医療・介護分野の裾野拡大

医学部新設

●就業・就学者の増加による社会増の状況

が継続

約3万人増加
（震災前対比）

人口(10月1日） H22：104万人
H27：107万人（仙台市）

●復興需要を背景とした建設業や医療・

福祉などの分野で雇用が増加しており

高水準で推移

全国

 

11位
全国平均 1.24倍

1.38倍
（H27年9月）

有効求人倍率

●震災に伴う建替需要や災害公営住宅の

着工が高水準で推移

H22年度：約12,600戸
H26年度：約24,500戸

約2倍

（震災前対比）
住宅着工戸数

●復興需要や再開発の進展により基準地価

は商業地、住宅地ともに3年連続で上昇

商業地

 

＋2.1％
住宅地

 

＋0.6％3年連続上昇地 価 動 向

福島支店

郡山支店

相馬支店

原町支店

平支店

小名浜支店

山形支店

秋田支店

盛岡支店

北上支店

青森法人営業所

●自動車・高度電子機械産業の集積

●成長分野・新たな事業の進展

●産学官金連携による地域活性化

産業構造の変化

【 平成27年9月期 】



地域と共に成長し、地域から最も頼りにされる「価値創造銀行」地域と共に成長し、地域から最も頼りにされる「価値創造銀行」地域と共に成長し、地域から最も頼りにされる「価値創造銀行」

＜基本方針＞

中期経営計画の概要

Ⅰ．震災復興支援の強化ⅠⅠ．震災復興支援の強化．震災復興支援の強化

Ⅱ．収益基盤の強化ⅡⅡ．収益基盤の強化．収益基盤の強化

Ⅲ．地域価値の向上ⅢⅢ．地域価値の向上．地域価値の向上

＜基本目標＞

Ⅳ．ＭＥＪＡＲへの円滑な移行と活用ⅣⅣ．ＭＥＪＡＲへの円滑な移行と活用．ＭＥＪＡＲへの円滑な移行と活用

・当期純利益（※）

 

２００億円以上

・貸出金利息増加額［平成26年度対比］

 

１５億円以上

・役務取引等利益

 

１０５億円以上

・コアＯＨＲ（コア業務粗利益経費率）

 

６５％未満

・宮城県内貸出金増加額（末残）

［平成26年度末対比］

 

２,５００億円以上

仙台市内貸出金増加額（末残）

［平成26年度末対比］

 

１,５００億円以上

9

計画期間最終年度（平成29年度）目標

＜10年後にあるべき当行の姿（長期ビジョン）＞

【 平成27年9月期 】

中期経営計画

 
「VALUE

 
UP

 
～価値創造への挑戦～」

平成27年4月1日

 

～

 

平成30年3月31日

中期経営計画

 
「VALUE

 
UP

 
～価値創造への挑戦～」

平成27年4月1日

 

～

 

平成30年3月31日

＜当行が目指す銀行像＞

「地域における新たな価値の創造を通じて、あらゆる環境の変化に対応できる収益基盤を構築し、
地方銀行10位以内の規模と収益力を兼ね備えた東北のトップバンク」

１．預･貸･預り資産合計

 

15兆円程度
～預金8兆円、貸出金5兆円の達成～

２．ＲＯＥ（当期純利益ベース）

 

7%程度

（平成27年3月末：12.8兆円）

（平成26年度：4.0%）

２．主要経営施策

※当期純利益200億円以上を達成すると、ROE（当期純利益ベース）は5％程度となる見込み



■リスクマネーの積極的な供給

●事業性

復興のステージに応じた資金ニーズへ的確に対応

震災関連貸出実績

震災関連貸出実績累計
（震災後～H27/9末累計）

21,315件／

 

5,360億円

●個人

中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業

つなぎ資金実績
（震災後～H27/9末累計）

657件／462 億円

自己資金部分実績
（震災後～H27/9末累計）

153件／110 億円

14次募集分までの交付決定総額
220グループ（3,824事業者）／約2,383億円

10

●投資事例

ABL

ABL実行実績
(震災後～H27/9末累計)

107件／170億円

●動産評価アドバイザー17名（H27/9末現在）

うちH27/上実績 17件／20億円

担保の例

●商品在庫：

●売掛債権：

●各種動産：

米、冷凍海産物等食料品、金型

電子記録債権、診療報酬債権

太陽光発電設備、船舶、

大型クレーン、油圧ショベル

みやぎ復興・地域活性化支援ファンド

当行地域経済活性化支援機構
（REVIC）

日本政策投資銀行
（DBJ）

●H26／12設立 ファンド規模50億円

出資 出資 出資

Ⅰ．震災復興支援の強化①

地域経済の復興に向け、震災復興支援強化への取組みを継続

秋保温泉旅館の中期経営計画支援

投資額５億円

宮城県の代表的な温泉地である秋保温泉において、魅力ある観光

 
地づくりに貢献する旅館の中期経営計画をファイナンス面から支援

宮城県の観光業の復興・活性化

２．主要経営施策 【 平成27年9月期 】

（単位：件、億円）

運  転 設  備 合　計

件　数 5,320 1,958 7,278

金　額 2,110 1,118 3,228

（単位：件、億円）

無担保 住宅ローン 合　計

件　数 3,945 10,092 14,037

金　額 68 2,064 2,132



64

47

■住宅再建ニーズへの積極的な支援

住宅関連復興事業の進捗状況

20 40 60 80 1000

125地区／195地区

七十七震災復興支援住宅ローン（集団移転・借地型）
取扱実績

13 10

42

6

193

4962

28

0

25

50

H26/3 H26/9 H27/3 H27/9
0

50

100

150

200
実行金額 実行件数（億円） （件）

■取引先の課題解決に向けた支援

11

（H27/9末現在）

29地区／34地区

経営改善

経営改善支援実績（H27/上実績）

2,435先●経営改善支援取組先数

149先●うちランクアップ先数

常駐型審査の実施（審査部担当者の地域常駐）

●被災地域での迅速な案件審査の実施

事業再生

債権買取機構 活用実績
（東日本大震災事業者再生支援機構・産業復興機構）
（震災後～H27/9末）

支援決定

 

235件

個人版私的整理ガイドライン

 

活用実績
（震災後～H27/9末）

同意

 

209件

不同意は「ゼロ」

外部機関との連携

外部専門家（H27/9末現在6名）の審査部常駐

●企業支援室（12名）と連携した専門的支援策の実施

●外部専門家との帯同訪問

地域経済活性化支援機構（REVIC）との連携

●特定専門家派遣制度（H26/8契約）の活用

●人材交流によるノウハウの吸収（H27/3～1名派遣）

外部専門家の知見・ノウハウ等を吸収

目利き力・事業性評価にかかるスキル向上

64%

85%

32%

45%

23%

17%

直近1年の進捗率（%）

3,369戸／10,420戸

（土地区画整理事業）（防災集団移転）

H27/4月より石巻地域に2名常駐

Ⅰ．震災復興支援の強化②２．主要経営施策 【 平成27年9月期 】

進捗状況（%）

(完了ﾍﾞｰｽ)

（着工ﾍﾞｰｽ)

防災集団移転

(完了ﾍﾞｰｽ)

住宅用宅地供

 
給状況

土地区画整理
事業

7,427戸／15,916戸36% 47%
(完了ﾍﾞｰｽ)

災害公営住宅



1.00

1.05

1.10

1.15
利回りの下げ幅は縮小傾向に

7,615 7 ,883 8 ,203 8 ,462

12 ,743 13 ,227 13 ,455 13 ,933

10 ,471 11 ,012 11 ,003 11 ,316 11 ,593

6 ,675
7 ,085 7 ,256

7 ,466
7 ,558

8 ,757

14 ,417

0

10,000

20,000

30,000

40,000

H25/上 H25/下 H26/上 H26/下 H27/上

個人 中小企業向け 大・中堅企業向け 地公体等向け

7,708
7,979

8,274
8,556

290 287 285
291

3,000

5,000

7,000

9,000

H26/3 H26/9 H27/3 H27/9 H28/3
250

300

350
住宅ローン 無担保ローン

■貸出資産のリバランス ■消費性貸出金

顧客のライフステージに応じた新商品・サービスの導入

（億円）

●貸出金約定利回り（月中平残ベース）

12

（億円）

（億円）

●貸出先別残高推移（半期中平残ベース）

タブレット端末を利用した
住宅ローンペーパーレス申込
●不動産業者のタブレット端末を利用した

住宅ローン仮審査のスピードアップ

住宅取得
予定者向け

27年10月から

高齢者向け
リバースモーゲージ型ローン
(住宅融資保険付)

27年10月から

保護者・
学生向け

教育プラン（医大生口）

●融資金額・期間等を拡大し、医・歯・
薬学部生の教育資金ニーズへ対応

27年9月から

最大30百万円

37,504
39,207 39,917

41,177 42,325

（％）

マス向け
カードローン

●非対面による契約の開始

27年6月から

郵送で完結

地銀初

東北地銀初

+5.3%

年増率
+6.0%

+7.1%

+6.7%

+4.1%
●住宅ローン・無担保ローン残高推移

２．主要経営施策 【 平成27年9月期 】Ⅱ．収益基盤の強化①

H26/11 H27/10H27/5 H27/8H27/2

●高齢者の住宅関連資金ニーズへ対応



（単位：億円）

H27/上実績 進捗率

合  計 2,362 2,700 519 19.2%
投資信託 979 1,200 298 24.8%

保  険 1,383 1,500 221 14.7%

前中計3ヵ年 新中計3ヵ年

15

4

19

0

10

20

30

40

50

H25年度 H26年度 H27/4月～10月 H27年度

■預り資産販売の強化

●投資信託・保険商品ラインナップ等の見直し

■証券ビジネスの強化

●金融商品仲介業務（公募仕組債）の取扱店を
東北・北海道の全営業店に拡大

●公共債償還金の受け皿として推進強化

■事業領域拡大による収益源泉の多様化

■経費の削減

13

●ＮＩＳＡ口座の増強

●預り資産販売額

・ラップ型ファンド、単位型投資信託商品の追加
・外貨建一時払終身保険の追加
・平準払終身保険の取扱店を東北・北海道の全営業店に拡大
・積立投信最低購入金額の変更（10千円→5千円）

288 282

239 258

3126

0

200

400

600

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

人件費 物件費 税金

●経費推移

（億円）

(計画) (予想)(予想)

553 571
623

550 540

・ＭＥＪＡＲ移行費用は平成27年度が
ピーク

・以降、経費は減少見込み

リレーション・信頼関係を活か
した提案型営業

取引先の経営課題・各種
ニーズ解決

シンジケート・ローン、非居住
者向け融資の取組強化

日本Ｍ＆Ａセンターとの連携による
潜在的ニーズの発掘と課題解決

提携先：50先提案件数402件（H27/上）

ｱﾚﾝｼﾞｬｰ実績5件（H27/上） 提案件数72件（H27/上）

（億円） 金融商品仲介業務取扱高
7ヵ月実績

Ｍ＆Ａ業務の強化

有料ビジネス
マッチングの強化

収益性に着目した
投融資の強化

事業承継・相続対策
への対応

取引先とのリレーション・有効面談を通じ、真のニーズ・課題解決に向けたコンサルティング営業を強化

Ⅱ．収益基盤の強化②２．主要経営施策 【 平成27年9月期 】

(参考)H27/4⽉〜10⽉

　

H26/9末 H27/3末 H27/9末

ＮＩＳＡ口座数 約13千件 約17千件 約20千件
稼動率 29.7% 39.1% 44.9%
利用額 24億円 54億円 67億円



地域産業の振興・
地域事業者の
経営課題の解決

創業関連融資

349 319 327

424
456

9791

636161

250

350

450

H25/上 H25/下 H26/上 H26/下 H27/上
0

50

100
実行金額 実行件数（百万円） （件）

連携

支援

■地方創生

地方創生推進態勢

地域ネットワークを活用し、地域

 
経済の成長・発展に貢献

地域の価値・当行の
価値を高める

地方公共団体
REVIC等
外部機関

地域の産学官
ネットワーク

七十七銀行
地方創生推進委員会

＜本部＞
地方創生推進デスク

＜営業店＞
地方創生担当

協働

支援

支援

連携

14

東北大学発ベンチャーファンドへの投資

大学の研究成果に
基づく優れた技術を、
大学発ベンチャーの
設立・投資・育成
により事業化

＜効果＞
・新しい産業基盤の創出
・イノベーションを通じた地域活性化
・行員1名派遣

公立宮城大学との連携

＜効果＞
・農林水産業の成長産業化
・食産業のマーケティング・販路拡大支援
・創業・起業、地域中核産業の振興

ファンド総額96.8億円

６次産業化を支援

当行7億円出資（民間最大）

地方創生事例「秋保ワイナリー」の創業支援

県内唯一のワイナリーとして、東北で生産

 
する果樹原料を使用したワイン、シードル

 
の醸造・販売を目指す。レストランを併設し

 
食と農をつなぐ新たなワインツーリズムに

 
期待。

ブドウ畑：1.3ha
生産量：ワイン

 

29,000本
シードル

 

7,000本

支援内容

効 果

資金調達 販路開拓

農業復興

創業計画策定

雇用創出 観光振興

●販路回復・拡大支援

●進出企業支援

●６次産業化支援

●観光振興事業の支援・育成

●地域の産学官の各主体と

連携した取組み

（ＵＩＪターン等）

●創業計画作成支援

●ファンドを通じた資金供給

支援

●起業家応援イベント開催

●ＰＰＰ／ＰＦＩの活用（仙台空港

民営化等）

●地域開発プロジェクトへの

参画

● 「まちづくりカレッジ」の開催

創業・新事業支援 まちづくり事業の促進

地域中核企業支援・育成 観光・雇用創出

２．主要経営施策 【 平成27年9月期 】Ⅲ．地域価値の向上①

(年間)



宮城県大連事務所（Ｈ23/2)

上海駐在員事務所

ﾊﾞﾝｺｯｸ銀行（Ｈ23/4)
ﾍﾞﾄｺﾑ銀行(Ｈ26/1)

ﾒﾄﾛﾎﾟﾘﾀﾝ銀行(Ｈ25/6)

ﾕﾅｲﾃｯﾄﾞ・ｵｰﾊﾞｰｼｰｽﾞ銀行(Ｈ26/6)

ﾊﾞﾝｸﾈｶﾞﾗｲﾝﾄﾞﾈｼｱ（Ｈ24/11)

香港貿易発展局(Ｈ22/11)
ｲﾝﾄﾞｽﾃｲﾄ銀行(Ｈ25/2)

H23年3月設置

【タイ】1名

ｱｼﾞｱﾋﾞｼﾞﾈｽ支援室

H17年7月開所

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ駐在員事務所
H28年度上半期開所予定

【中国】5名

【シンガポール】2名

【インド】

【ベトナム】
【フィリピン】

【台湾】
【香港】1名

【インドネシア】

当行の拠点

東経連ﾋﾞｼﾞﾈｽｾﾝﾀｰ中国事務所（H24/4)

中國信託ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ（H26/12)

主な提携機関等

ｱｼﾞｱ地域への行員派遣者数 9名

Copyright（C） T-worldatlas All Right Reserved

■海外ネットワークの拡充

取引先の海外ビジネスを支援

アセアン等 シンガポール駐在員事務所開設
（H28/上半期予定）

中国・香港 上海駐在員事務所

海外ネットワーク

15

海外拠点2ヵ所、主な提携機関等10先

17

38
7

11 11

16
24 27 22

41

0

20

40

H25/9 H26/3 H26/9 H27/3 H27/9
0

10

20

30

40
融資実行金額 融資件数

海外ビジネス支援関連融資実績
（億円） （件）

200151

388

75
0

100

200

300

400

H17/3 H27/3

海外進出企業数 海外拠点数

当行取引先海外進出状況
（先）

海外進出企業数・海外拠点数は
10年で約2.5倍に増加

東北地銀初

開所10周年
（H27/7）

海外ネットワークや海外関連情報の提供を強化し、取引先の海外ビジネス拡大を推進・支援

２．主要経営施策 【 平成27年9月期 】Ⅲ．地域価値の向上②



　

女性の割合 H17/3末① H22/3末 H27/9末②
増加人数
②－①

管理・監督職 4% 8% 10% 約90名

融資・営業
担当行員

8% 12% 23% 約180名

銀行・グループ一体となった顧客基盤の拡充、収益の極大化

■七十七ブランドの向上

ダイバーシティへの取組み

株主価値の向上

3.5 3.0 3.5 3.5 4.0 4.5 4.5

3.5
3.0

3.5 3.5
3.5

4.0 4.5

期末配当⾦ 中間配当⾦

7.0円

9.0円

6.0円
7.0円 7.0円

7.5円

8.5円

□

ワークライフバランス・仕事と生活の両立しやすい体制づくり
（定時退行運動、朝型勤務、男性の育児休業取得[H26年度76名取得]）

●女性行員の登用
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営業案件の相互持込による
シナジー効果の発揮

保証会社との連携強化による
消費性貸出金の増強

グループ機能の活用による
ソリューションの提供

事務の効率化・集中化を通じた

 
BPRの推進

七十七
リース

七十七
コンピューター

 

サービス

七十七
カード

七十七
ビジネスサー

 

ビス
七十七

事務代行

七十七
信用保証

七十七
銀行

総合金融サービスの提供

●配当額・配当性向推移

「コーポレートガバナンス委員会」設置

企業統治のさらなる充実を図ります

コーポレートガバナンス

Ⅲ．地域価値の向上③

●

：社外取締役より選出

委 員

委員長および副委員長

「コーポレートガバナンスに関する基本方針」制定

● 当行が実践すべきコーポレートガバナンスの基本的な考え方

および行動の指針を定め、当行の持続的な成長と中長期的

な企業価値の向上に努めます。

２．主要経営施策 【 平成27年9月期 】

：社外取締役および代表取締役

●

22年
3⽉期

23年
3⽉期

24年
3⽉期

25年
3⽉期

26年
3⽉期

27年
3⽉期

28年
3⽉期

（予想）

配当性向 22.7% － 24.6% 21.5% 19.0% 18.8% 21.0%

配当⾦総額
（百万円） 2,655 2,264 2,616 2,617 2,805 3,180 3,400

当期純利益
（億円） 116 ▲306 106 121 147 169 160

年間配当金中間配当金期末配当金



横浜銀行

H22/1～
北陸銀行
H23/5～

北海道銀行
H23/5～

七十七銀行七十七銀行

H28/1H28/1～～※共同利用するシステム

●基幹系システム
（預金・為替・融資等）

●ATM・インターネットバンキング
●部門システム等

（ＡＬＭ・市場リスク計測、
営業支援等)
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MEJAR Most Efficient Joint Advanced Regional 
banking system

残り1ヵ月

28年1月4日移行

全役職員が一丸となってＭＥＪＡＲへの円滑な移行と活用を実現

・ATMサービスの拡充
ペイジー（割符収納）、宝くじ、
硬貨入出金、通帳繰越等

・インターネットバンキング
（法人・個人）のサービス拡充
外貨預金取引、公共料金口座
振替申込等

●顧客属性等を踏まえたダイレ
クトチャネルによる提案機能
の強化

●法制度改正等への迅速な対応

●本部集中業務の拡大

●顧客利便性向上に伴う窓口
事務の軽減

ほくほくフィナンシャルグループ

●「融資業務支援システム」の
導入による融資稟議フロー
の電子化

●本システムの共同開発、運用
の共同化によるシステム関連
費用の抑制、平準化

●非対面チャネルの機能拡充●魅力ある新商品・新サービス
のスピーディーな提供

Ⅳ．ＭＥＪＡＲへの円滑な移行と活用

金融サービスの多様化、
高度化への対応

顧客利便性の向上 業務の効率化・高度化 システム経費の抑制・平準化

２．主要経営施策 【 平成27年9月期 】



＜業績予想の前提となる金利等の水準＞

平成27年度業績予想
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（注）増減はポイント差

３．業績予想 【 平成27年9月期 】

H26年度(実績) H27年度(予想)

0.07% 0.07% 

0.20% 0.17% 

0.13% 0.11% 

0.48% 0.45% 

110円 123円 

19,206円 19,000円 

為替相場 （円/ドル）

日経平均株価(期末)

無 担保 コー ルＯ / Ｎ

日本円ＴＩＢＯＲ(3ヶ月)

新 発 5 年 国債 利 回

新発 10 年 国債 利 回

(単位：％)

増　減

1.11 1.04 ▲0.07

0.78 0.86 0.08

0.03 0.03 0.00

0.88 0.88 0.00

0.13 0.06 ▲0.07

預 金 等 利 回

有 価 証 券 利 回

資 金ス プレ ッド

総 資 金 利 鞘

H27年度(計画)利回・利鞘

貸 出 金 利 回

H26年度(実績)

(単位：億円、％)

増減率

40,545 42,352 4.4

36,169 34,610 ▲  4.3

75,446 75,386 0.0

参

考 3,561 3,900 9.5

H26年度(実績) H27年度(計画)

投 資 信 託 ・ 保 険 ( 末 残 )

主要勘定（平残）

貸 出 金

預金・譲 渡性預金

有 価 証 券

(単位：億円)

H26年度 H27年度

（実績） （計画） 前年度比増減

801 780 ▲ 21

［ ］ [ 803 ] [ 794 ] [ ▲  9 ]

702 702 0

103 99 ▲  4

▲  4 ▲ 21 ▲ 17

うち国債等債券損益 ▲  2 ▲ 14 ▲ 12

571 623 52

230 157 ▲ 73

［ ］ [ 232 ] [ 171 ] [ ▲ 61 ]

－ － －

230 157 ▲ 73

75 88 13

8 8 0

46 68 22

10 13 3

29 16 ▲ 13

305 245 ▲ 60

▲  2 ▲  4 ▲  2

134 81 ▲ 53

169 160 ▲  9

▲ 38 ▲ 60 ▲ 22

役 務 取 引 等 利 益

特 別 損 益

そ の 他 業 務 利 益

うち貸倒引当金戻入益等

業 績 予 想
（単　体）

一般貸倒引当金繰入額

経 費

業 務 粗 利 益

一般貸倒引当金繰入前業務純益

コ ア 業 務 純 益

資 金 利 益

経 常 利 益

コ ア 業 務 粗 利 益

うち金銭の信託運用損益

与 信 関 係 費 用

業 務 純 益

当 期 純 利 益

法人税、住民税等(調整額含む)

臨 時 損 益

う ち 株 式等 関係 損益

うち不良債権処理額(▲)



計数計画①（計数計画は年度毎に策定・見直しを行う）
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３．業績予想 【 平成27年9月期 】

１．主要勘定平残
（単位：億円、％）

増加率

貸出金 40,545 42,325 42,352 42,505 43,970 3,425 8.4

24,852 26,010 26,089 26,260 27,100 2,248 9.0

8,332 8,757 8,865 8,915 9,270 938 11.2

実質預金＋譲渡性預金（注） 75,389 76,698 75,330 72,200 71,590 ▲3,799 ▲5.0

45,075 45,896 46,053 46,450 47,080 2,005 4.4

２．末残等
（単位：億円、％）

26年度実績 27年度計画 28年度予想 29年度予想

増加率

貸出金 42,277 43,150 42,880 43,750 45,510 3,233 7.6

うち宮城県内貸出金残高 29,177 29,255 29,720 30,300 31,700 2,523 8.6

実質預金＋譲渡性預金（注） 78,510 76,383 74,490 72,590 71,950 ▲6,560 ▲8.3

投資信託・保険販売額 917 519 950 960 1,000 83 9.0

投資信託・保険残高 3,561 3,709 3,900 4,305 4,850 1,289 36.1

26年度比増加額26年度実績 27年度計画 28年度予想 29年度予想
中間期実績

中間期実績
26年度比増加額

うち事業性貸出金

うち個人預金

うち消費者ローン

注．「実質預金＋譲渡性預金」については、震災復興の進展に伴う公金預金の流出を主因として、減少を見込んでおります。
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計数計画②（計数計画は年度毎に策定・見直しを行う）

〔主要金利水準等の予想〕 （単位：％、円）

26年度実績 27年中間期実績 27年度 28年度 29年度

0.07 0.07 0.07 0.07 0.07

0.20 0.17 0.17 0.18 0.18

0.13 0.09 0.11 0.18 0.28

0.48 0.40 0.45 0.65 0.85

110 122 123 127 131

19,206 17,388 19,000 18,500 19,000日 経 平 均 株 価 （ 期 末 ）

為 替 相 場 （ 円 ／ ド ル ）

日本円ＴＩＢＯＲ（3ヶ月）

無 担 保 コ ー ル Ｏ ／ Ｎ

新 発 5 年 国 債 利 回 り

新 発 10 年 国 債 利 回 り

３．損益等
（単位：億円、％）

26年度実績 27年度計画 28年度予想 29年度予想

803 405 794 801 831

うち資金利益 702 358 702 711 745

454 221 440 450 471

うち役務取引等利益 103 50 99 102 106

571 272 623 550 540

232 133 171 251 291

当期純利益 169 108 160

コアＯＨＲ 71.0 67.1 78.4 68.6 64.9

自己資本比率（国内基準） 12.2 11.4 11.4 12.2 12.3

26年度比増加額中間期実績

コア業務粗利益

コア業務純益

28

43

17うち貸出金利息

経費

0.1

3

▲31

59

▲6.1

中計最終年度目標　200億円以上

３．業績予想 【 平成27年9月期 】



＜本件に関するお問い合わせ先＞

株式会社七十七銀行

 

総合企画部

TEL ０２２－２６７－１１１１

企

 

画

 

課（内線：３０１０・３０１１）

主

 

計

 

課（内線：３０５０・３０５１）

広報・関連事業課（内線：３０２０・３０２１）

インターネット・ホームページ・アドレス

http：//www.77bank.co.jp/

本資料の将来の業績に関わる記述については、その内容を

保証するものではなく、経営環境の変化等による不確実性を

有しておりますのでご留意ください。

本資料の将来の業績に関わる記述については、その内容を

保証するものではなく、経営環境の変化等による不確実性を

有しておりますのでご留意ください。
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